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１．能登半島地震・大雨における
人材バンクによる支援
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１．能登半島地震・大雨における人材バンクによる支援

被災自治体 支援自治体

石川県（県庁） 宮城県仙台市、神奈川県横浜市、熊本県

石川県七尾市
岩手県、東京都練馬区、島根県、島根県出雲市、島根県松江市、岡山県倉敷市、広島県、熊本
県西原村

石川県輪島市
北海道函館市、岩手県、宮城県仙台市、宮城県大崎市、秋田県秋田市、福島県郡山市、福島県
いわき市、栃木県、埼玉県川越市、神奈川県横浜市、長野県長野市、山梨県、静岡県静岡市、
岡山県倉敷市、広島県坂町、福岡県大牟田市、熊本県西原村、熊本県熊本市

石川県珠洲市 宮城県石巻市、長野県長野市、千葉県、静岡県熱海市、岡山県倉敷市、長崎県、熊本県八代市

石川県志賀町
北海道安平町、宮城県仙台市、埼玉県東松山市、東京都、東京都八王子市、山梨県、愛知県豊
川市、広島県三原市、愛媛県大洲市、熊本県益城町

石川県能登町
北海道厚真町、宮城県、宮城県東松島市、福島県本宮市、東京都、東京都八王子市、愛知県豊
川市、広島県、広島県坂町、熊本県菊池市、熊本県益城町

石川県穴水町 宮城県仙台市、熊本県西原村、熊本県熊本市

石川県中能登町 茨城県常総市

富山県（県庁）、
富山市、氷見市、高岡市、小

矢部市、射水市
千葉県館山市

・以下の自治体の支援員９１名、補佐職員７８名が被災自治体に対して支援を実施。

輪島市の支援を行ういわき市職員
※いわき市撮影

七尾市の支援を行う岩手県職員
※岩手県撮影
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２．能登半島地震・大雨における
応援職員の短期派遣



5

２．能登半島地震・大雨における応援職員の短期派遣

被災自治体 支援自治体 日付

石川県七尾市

青森県青森市、秋田県、福島県、茨城県、茨城県笠間市、茨城県水戸市、栃木県那須塩原市、埼玉県、埼玉県さいたま市、
千葉県旭市、千葉県市原市、千葉県船橋市、千葉県松戸市、茨城県取手市、山梨県甲府市、長野県上田市、長野県長野市、
長野県諏訪市、長野県須坂市、長野県松本市、長野県伊那市、静岡県伊豆の国市、静岡県伊豆市、静岡県藤枝市、静岡県静
岡市、静岡県菊川市、静岡県富士宮市、愛知県武豊町、静岡県袋井市、静岡県磐田市、愛知県名古屋市、京都府福知山市、
京都府綾部市、兵庫県明石市、兵庫県加西市、兵庫県加古川市、和歌山県、島根県、香川県東かがわ市、福岡県福岡市

１月13日～
６月29日

石川県輪島市

北海道、北海道斜里町、北海道札幌市、北海道鹿追町、北海道根室振興局、北海道千歳市、青森県八戸市、岩手県八幡平市、
岩手県奥州市、宮城県仙台市、宮城県気仙沼市、山形県、福島県、茨城県鉾田市、茨城県利根町、茨城県小美玉市、茨城県
日立市、茨城県水戸市、茨城県東海村、栃木県栃木市、埼玉県、埼玉県川口市、東京都調布市、神奈川県、長野県伊那市、
長野県松本市、静岡県菊川市、静岡県東伊豆町、岐阜県、岐阜県多治見市、岐阜県垂井町、岐阜県大垣市、岐阜県大野町、
岐阜県養老町、岐阜県岐阜市、岐阜県神戸町、岐阜県下呂市、岐阜県各務原市、岐阜県高山市、岐阜県関市、岐阜県可児市、
岐阜県白川町、岐阜県飛騨市、岐阜県土岐市、岐阜県海津市、岐阜県中津川市、岐阜県恵那市、愛知県、愛知県豊橋市、、
愛知県岩倉市、愛知県春日井市、愛知県大府市、愛知県犬山市、三重県津市、三重県東員町、三重県菰野町、三重県四日市
市、三重県鈴鹿市、三重県南伊勢町、三重県亀山市、三重県いなべ市、三重県志摩市、三重県多気町、三重県伊勢市、三重
県松阪市、三重県木曽岬町、三重県紀宝町、滋賀県、滋賀県竜王町、滋賀県長浜市、滋賀県日野町、京都府、京都府綾部市、
大阪府堺市、大阪府富田林市、和歌山県和歌山市、兵庫県加古川市、兵庫県明石市、 島根県、島根県浜田市、島根県益田市、
島根県吉賀町、岡山県鏡野町、広島県、広島県呉市、広島県広島市、広島県福山市、香川県三豊市、香川県三木町、香川県
まんのう町、香川県観音寺市、愛媛県、愛媛県新居浜市、愛媛県大州市、愛媛県鬼北町、愛媛県西予市、徳島県、徳島県美
馬市、徳島県鳴門市、高知県土佐町、福岡県、大分県中津市、宮崎県門川町、鹿児島県日置市、沖縄県西原町

２月19日～
12月27日

石川県珠洲市

北海道士幌町、北海道旭川市、北海道登別市、北海道札幌市、北海道函館市、岩手県陸前高田市、宮城県松島町、福島県福
島市、福島県本宮市、福島県田村市、茨城県、茨城県つくば市、茨城県日立市、栃木県、栃木県鹿沼市、埼玉県、埼玉県所
沢市、埼玉県新座市、埼玉県ふじみ野市、埼玉県川口市、千葉県、千葉県船橋市、千葉県佐倉市、千葉県四街道市、神奈川
県、山梨県北杜市、静岡県浜松市、静岡県磐田市、静岡県富士宮市、岐阜県養老町、岐阜県各務原市、愛知県、愛知県岩倉
市、愛知県田原市、愛知県阿久比町、愛知県豊橋市、愛知県春日井市、愛知県犬山市、愛知県知多市、愛知県一宮市、愛知
県小牧市、愛知県岡崎市、愛知県豊田市、愛知県東海市、愛知県半田市、愛知県瀬戸市、愛知県江南市、愛知県稲沢市、愛
知県東浦町、滋賀県、滋賀県高島市、大阪府、大阪府富田林市、大阪府堺市、兵庫県芦屋市、鳥取県、岡山県岡山市、広島
県福山市、香川県、愛媛県松山市、福岡県、熊本県熊本市

２月19日～
12月27日

石川県志賀町

北海道安平町、北海道札幌市、岩手県陸前高田市、宮城県柴田町、秋田県湯沢市、山形県河北町、茨城県河内町、茨城県日
立市、茨城県大洗町、埼玉県川口市、埼玉県春日部市、千葉県四街道市、千葉県佐倉市、東京都足立区、東京都日野市、東
京都国分寺市、東京都品川区、東京都町田市、東京都小平市、東京都立川市、東京都渋谷区、東京都調布市、東京都稲城市、
東京都小平・村山・大和衛生組合、東京都台東区、東京都豊島区、東京都江東区、山梨県韮崎市、長野県千曲市、長野県白
馬村、長野県岡谷市、長野県飯田市、長野県中野市、長野県松本市、長野県長野市、長野県伊那市、長野県栄村、長野県上
田市、長野県湖周組合、岐阜県関市、岐阜県養老町、岐阜県岐阜市、岐阜県瑞穂市、岐阜県各務原市、岐阜県関ケ原町、岐
阜県北方町、静岡県函南町、静岡県沼津市、静岡県富士市、静岡県掛川市、静岡県三島市、愛知県岩倉市、大阪府富田林市、
鳥取県、岡山県新見市、広島県坂町、愛媛県西予市、福岡県北九州市、長崎県長崎市、鹿児島県指宿市、鹿児島県出水市

２月19日～
５月31日

・県外の自治体から申請受付や契約事務等を行う応援職員を派遣し、被災自治体の体制を強化。

※災害廃棄物中部ブロック広域連携計画等による
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２．能登半島地震・大雨における応援職員の短期派遣

被災自治体 支援自治体 日付

石川県能登町

北海道士幌町、秋田県秋田市、青森県弘前市、福島県須賀川市、茨城県取手市、茨城県日立市、茨城県水戸市、茨城県
つくばみらい市、栃木県佐野市、埼玉県、千葉県、千葉県富里市、千葉県船橋市、千葉県市原市、岐阜県大垣市、岐阜
県瑞浪市、岐阜県飛騨市、岐阜県羽島市、岐阜県各務原市、岐阜県神戸町、岐阜県土岐市、岐阜県本巣市、岐阜県下呂
市、岐阜県多治見市、愛知県阿久比町、愛知県半田市、愛知県田原市、和歌山県新宮市

２月26日～
６月28日

石川県穴水町

北海道函館市、北海道美唄市、岩手県田野畑村、福島県南相馬市、茨城県利根町、茨城県美浦村、埼玉県ふじみ野市、
神奈川県、長野県小諸市、長野県長野市、長野県松本市、長野県木島平村、長野県須坂市、岐阜県大垣市、岐阜県高山
市、岐阜県各務原市、岐阜県安八町、愛知県稲沢市、愛知県小牧市、愛知県知多市、静岡県川根本町、滋賀県、滋賀県
草津市、滋賀県甲賀市、滋賀県東近江市、滋賀県高島市、滋賀県守山市、滋賀県長浜市、兵庫県豊岡市、奈良県王寺町、
香川県、香川県善通寺市、福岡県北九州市、熊本県熊本市

２月19日～
７月26日

石川県羽咋市 福岡県福岡市
３月5日～
３月15日

石川県内灘町 兵庫県西宮市、和歌山県、和歌山県田辺市、長崎県佐世保市、鹿児島県薩摩川内市
３月5日～
３月29日

石川県宝達志水町 鹿児島県
３月６日～
３月29日

石川県中能登町 青森県八戸市、鹿児島県
３月13日～
３月29日

富山県高岡市
神奈川県横須賀市、山梨県甲府市、千葉県松戸市、千葉県船橋市、埼玉県、埼玉県所沢市、埼玉県新座市、神奈川県小
田原市、神奈川県相模原市、茨城県土浦市、山梨県山梨市、栃木県上三川町、茨城県東海村、茨城県神栖市

３月４日～
５月31日  

富山県氷見市 茨城県常陸大宮市、茨城県つくば市、茨城県つくばみらい市、茨城県水戸市、群馬県館林市、群馬県前橋市
３月４日～
３月31日 

富山県射水市 茨城県日立市、新潟県小千谷市、栃木県宇都宮市、埼玉県所沢市
３月４日～
３月29日

・県外の自治体から申請受付や契約事務等を行う応援職員を派遣し、被災自治体の体制を強化。

※災害廃棄物中部ブロック広域連携計画等による
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３．能登半島地震・大雨における
D.Waste-Netによる支援
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３．能登半島地震・大雨におけるD.Waste-Netによる支援

日付 派遣先 派遣団体

地震

１月６日～６月28日
金沢市、七尾市、輪島市、珠洲市、羽咋
市、かほく市、津幡町、内灘町、志賀町、
宝達志水町、中能登町、穴水町、能登町

持続可能社会推進コンサルタント協会

１月７日～１月10日 金沢市 におい・かおり環境協会

１月９日～１月27日、
２月１日～３月２日

金沢市、七尾市、珠洲市、羽咋市、内灘
町、志賀町、宝達志水町、中能登町

日本環境衛生センター

１月５日～８月30日
金沢市、七尾市、輪島市、珠洲市、羽咋
市、志賀町、中能登町、穴水町、能登町

全国都市清掃会議
（仙台市、さいたま市、千葉市、新宿
区、墨田区、品川区、渋谷区、豊島区、
北区、練馬区、葛飾区、横浜市、川崎
市、相模原市、新潟市、富山市、金沢
市、岐阜市、静岡市、浜松市、名古屋
市、豊橋市、岡崎市、豊田市、京都市、
宇治市、八幡市、大阪市、豊中市、枚
方市、八尾市、東大阪市、神戸市、奈
良市、岡山市、広島市、高松市、松山
市、熊本市）

１月22日～２月17日 金沢市、輪島市、穴水町 全国清掃事業連合会

豪雨 10月4日～12月6日 輪島市 持続可能社会推進コンサルタント協会

・地震発生以降、専門家を延べ1,173人日、収集運搬車両延べ1,674台を派遣
・大雨発生以降、専門家を延べ167人日派遣

本ペーパーに記載されている団体は一例であり、多くの関係者からご協力をいただき、被災地を支援している。
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４．公費解体・撤去マニュアルについて



10

◼能登半島地震により損壊した家屋等の大量の解体が見込まれることから、被災市町村における事務
が円滑に実施されるよう、留意すべき事項や参考となる情報等を整理した「公費解体・撤去マニュア
ル」を策定。
- 損壊家屋等を公費解体・撤去する際の手順や留意点

- 所有者不明の損壊家屋等の解体にあたって活用できる制度の概要

- 公費解体に係る取扱いについての質疑応答

◼申請書類の合理化や補助対象の考え方等について、現場での課題や要望を踏まえて４度にわたり
改訂を実施。

⚫ 1月29日 公費解体・撤去マニュアルの策定

⚫ 2月21日 公費解体・撤去マニュアルの改訂（第２版）

⚫ 3月26日 公費解体・撤去マニュアルの改訂（第３版）

⚫ 4月15日 公費解体・撤去マニュアルの改訂（第４版）

⚫ 5月28日 環境省・法務省事務連絡の発出 【P7】

⚫ 6月5日 公費解体・撤去マニュアルの改訂（第５版）

⚫ 8月26日 「自費解体（解体費用の立替えと払戻し）の手引き」の策定

• 損壊家屋等の解体に係る法的整理について参考資料に追加

• 公費解体の申請書類の考え方を追加
• 家屋内に残置された家財・家電等の撤去の考え方を質疑応答集に追加 等

• 所有者不明建物管理制度の活用について追加
• 所有者全員の解体の同意が取れない場合の留意点について事例紹介を追加
• 応急修理制度と公費解体制度の併用について質疑応答集の記載を修正 等

• 5月28日付け事務連絡を踏まえた記載の追加
• 解体の際の隣地使用に関する留意点の記載の追加

公費解体・撤去マニュアル第５版 目次

はじめに

１．損壊家屋等の解体・撤去に係る手順・留意点等
（１）公費解体の受付体制等の検討
（２）業者との契約
（３）緊急に解体を要する場合の留意点
（４）工事発注のための積算を行う際の留意点
（５）解体工事における石綿の飛散防止に関する留意点
（６）境界標等の保存に関する留意点
（７）公費解体の申請書類の考え方
（８）解体の際の隣地使用に関する留意点

２．損壊家屋等の解体・撤去等に係る関係者の同意の取得等に
関する手順等
（１）倒壊家屋等の解体に係る考え方・手順等
（２）倒壊家屋等以外の損壊家屋等の解体に係る考え方・手
順
（３）所有者不明の損壊家屋等の解体
（４）関係者の同意の取得等に関する留意点

３．費用償還
（１）利用前の留意点
（２）利用に当たっての留意点
（３）費用の償還請求に関する留意点

４．体制の整備

５．質疑応答集

参考資料

関係事務連絡 1
0

４．公費解体・撤去マニュアルについて
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５．公費解体の主な課題（全体像）
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①
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談
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解
体
工
事
着
手

●
⑦
解
体
工
事
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↓
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者
支
払

⚫

協
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翌
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で
に
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⚫
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国
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員
等
に
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制
を
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し
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応

⚫
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員
に
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り
対
応

⚫
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に
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情
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ど
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⚫

補
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ン
が
解
体
申
請
の
あ
っ

た
全
て
の
家
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等
に
つ
い
て
現

地
調
査
を
実
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⚫

補
償
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ン
が
申
請
内
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や
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連

資
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、
現
地
調
査
の
結
果
等
に

基
づ
き
、
調
査
票
等
を
作
成

⚫

補
償
コ
ン
が
、
該
当
家
屋
等
の
所

有
者
、
解
体
業
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と
日
程
調
整

⚫

所
有
者
・
解
体
業
者
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補
償
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の
三
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で
現
地
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⚫

市
町
職
員
が
、
解
体
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事
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（
支
出
負
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行
為
）
を
行
う
た
め

の
契
約
手
続
き

⚫

解
体
業
者
が
解
体
工
事
の
準
備

⚫

市
町
職
員
が
、
解
体
工
事
完
了
に

基
づ
い
て
、
協
会
へ
支
払
（
支
出

決
定
）
手
続
き

課題３：建物性が失わ
れた倒壊家屋等の対応

課題２:共有者全員の同
意取得

課題４：工事前調整の体制確保、円滑化・効率化 課題７：自費解体の促進

課題６：宿泊地の
確保

課題５：解体工事
体制の強化

課題８：仮置場の追加確保

課題９：広域連携の推進

課題11：事務応援体制

課題10：支払いの円滑化

課題１:申請受付の円滑
化

５．公費解体の主な課題（全体像）

資料6に掲載
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６．公費解体の課題と対応
申請受付の円滑化
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相続・同意取得等への対応

申請書類の合理化

•実印及び印鑑登録証明書に代わる本人確認の方法として、運転免許
証やマイナンバーカード等の公的機関が発行した顔写真付証明書を活用
することや、登記事項証明書について市町が法務局から登記情報の提
供を受けて確認する場合は申請者からの提出を不要とすることが考えられ
るなど、申請書類の合理化の考え方をマニュアルに記載し周知。

•被災者が申請に必要な相続、同意手続きについて、石川県司法書士会
等が設置する無料相談窓口で相談可能な旨を事務連絡により周知。

補助対象となる建物の一部解体

残置物の扱いの明確化

•建物の一部解体の場合であっても、登記上別棟又は構造上別棟である
と判断できる場合などは補助対象となり得ることについて、マニュアルに記
載し周知。

•災害により損傷するなどし、不要なものとして処分せざるを得ない家財・家
電等を災害廃棄物とみなし、家屋の解体と併せて撤去する場合は補助
対象となる旨をマニュアルに記載し周知。

応急修理制度との関係

• 「応急修理制度」を活用した場合は、原則公費解体の対象外だが、その
後、液状化の進行などで改めて半壊以上の被害認定を受け解体・撤去
が必要となった場合、公費解体の支援対象となり得る旨、マニュアルに記
載し周知。

• 公費解体を含む災害廃棄物処理補助事業を円滑に運用・活用できるよう、公費解体・撤去マニュアル
等の策定・改訂を行い、申請書類の合理化や補助対象の考え方等について被災市町に周知。

• 申請に際して必要となる相続等への対応について、司法書士会等と連携した相談窓口の設置・活用等
について被災市町に周知。

公費解体の円滑な運用

所有者の確認方法

•損壊家屋等の所有者の確認方法として
①登記されている損壊家屋等の所有者の情報（氏名、住所等）につ
いては不動産登記簿で確認

②損壊家屋等が未登記の場合には、市町村役場において固定資産評
価証明書を取得し、市町村の備えている固定資産課税台帳に登録さ
れている所有者又は納税義務者情報を確認

することで可能である旨、マニュアルに記載し周知。

事務処理委託による負担軽減

•法定相続人等の特定やその同意の意向等の確認に関する事務などを含
む解体申請の受付審査等について、市町村担当者のみでは対応が困難
であり、補償コンサルタントや行政書士等に委託して実施する場合には補
助対象となる旨、マニュアルに記載し周知

６．公費解体の課題と対応 申請受付の円滑化
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７．公費解体の課題と対応
共有者全員の同意取得
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７．公費解体の課題と対応 共有者全員の同意取得

相続登記がなされていないなどにより共有者が複数存在し、共有者全員の同意取得が困難な場合が一定
数存在すると考えられる。

共有者全員の同意取得

✓ ５月28日に法務省と連名で次の内容の事務連絡を発出（概要：8頁）。
※「公費解体・撤去マニュアル」を令和６年６月に改訂（第５版を策定）

ケース 対応

倒壊家屋等の場合 【滅失登記が行われた倒壊家屋等】
• 関係者全員の同意がなくても公費解体・撤去を進めることが可能

【滅失登記が行われていない倒壊家屋等】
• 市町村が建物性が失われていると判断した場合には、関係者全員の同意がなくても公
費解体・撤去を進めることが可能
※建物性の判断をするに当たり、土地家屋調査士の協力を得ることが可能

上記以外の損壊家
屋等の場合

• 所有者等又はその所在が判明しない場合には、司法書士会の協力も得て、民法の所
有者不明建物管理制度を活用
※市町村が利害関係人として地方裁判所へ申し立てを行う際に必要となる管理費用につい

て、公費解体が施工される場合は、解体に必要な委託費として、補助事業の対象となる

• さらに、共有者等の意向を確認することが困難な場合、所有権等に関する紛争が発生
しても申請者の責任において解決する旨の書面（いわゆる宣誓書方式）の活用により
申請が可能であり、積極的に活用いただきたい
※自費解体の費用償還においても上記、宣誓書方式の活用が可能

✓ 今般の公費解体においても、宣誓書方式が活用されていると承知している。
✓ なお、過去の災害時においても一部の自治体※※において宣誓書方式が活用されているが、訴訟事例について、
環境省には報告は上がっていない。
※※仙台市（東日本大震災）、熊本市（平成28年熊本地震）、倉敷市（平成30年７月豪雨）



令和６年能登半島地震によって損壊した家屋等に係る
公費解体・撤去に関する申請手続等の円滑な実施について（概要）

⚫損壊家屋等の公費解体・撤去は、家屋等の所有者の申請の上で行うことが原則。しかし、家屋等が複数人で共有されており、
解体・撤去に係る関係者全員から同意書を取得することが困難な場合等もある。

⚫ このような状況において、公費解体・撤去に向けた手続を円滑化・迅速化する方策として、建物の滅失登記や、所有者不明建物管
理制度及びいわゆる宣誓書方式を活用可能。そこで、今回、事務連絡において、損壊家屋等の解体・撤去等に係る手順等を整理。

概要

⚫家屋等が倒壊、焼失又は流失等により滅失し、建物性※1が認められない※2場合、その倒壊家屋等の建物所有権等が消滅。

※1…建物性の条件：①土地に定着し（定着性）、②屋根及び周壁等を有し（外気分断性）、③目的とする用途に供し得る状態（用途性）
※2…建物性が認められない例：㋐建物全体が倒壊又は流失、㋑建物が火災により全焼、㋒建物の下層階部分が圧潰、㋓建物の壁がなくなり柱だけになっている

⚫今回、法務局において、登記官の職権による倒壊家屋等の建物の滅失の登記（職権滅失登記）を行う予定。

①滅失登記が行われた倒壊家屋等は、建物性が失われていることが明らかであるため、市町村が建物性が失われる前の当該家屋等の
所有者等から公費解体・撤去の申請を受け付け、思い出の品など必要なものが持ち出されたことを確認した後は、建物所有権等を有
していた全ての者の同意がなくても、市町村の判断により災害廃棄物として公費解体・撤去を行って差し支えない。

②滅失登記が行われていない倒壊家屋等も、市町村が、建物性が失われる前の当該家屋等の所有者等から公費解体・撤去の申請を
受け付け、家屋等の建物性が失われていると判断する場合は、思い出の品など必要なものが持ち出されたことを確認した後は、建物所
有権等を有していた全ての者の同意がなくても、市町村の判断により災害廃棄物として公費解体・撤去を行って差し支えない。

＊①②のいずれについても、公費解体・撤去の申請対象の建物の情報に係る書類のうち、例えば職権滅失登記に際して市町村が収集
した情報などにより確認できるものは、申請者からの当該書類の提出を簡素化又は不要とするなど、申請者の負担軽減を図る。

１．倒壊家屋等への対応

２．倒壊家屋等以外の損壊家屋等への対応

⚫倒壊家屋等以外の損壊家屋等について、所有者等又はその所在が判明しない場合には、民法の所有者不明建物管理制度を活用
した公費解体・撤去が考えられる。

⚫共有者等の意向を確認することが困難な場合には、所有権等に関する紛争が発生しても申請者の責任において解決する旨の書面
（いわゆる宣誓書方式）を活用した公費解体・撤去※を行って差し支えない。

※宣誓書活用の条件：共有者等に対する意向確認の状況や家屋の状況等を総合的に考慮しやむを得ないと考えられ、申請者か
らの公費解体・撤去申請に対して共有者等から異議が出る可能性が低いと考えられる場合

３．いわゆる自費解体の費用償還への対応

⚫自費解体の費用償還の場合であっても、倒壊家屋等の解体・撤去については、建物所有権等を有していた全ての者の同意がなく
ても、実施して差し支えない。また、倒壊家屋等以外の損壊家屋等については、共有者等の意向を確認することが困難な場合には、
いわゆる宣誓書方式を活用した解体・撤去に対して費用償還を行って差し支えない。

環 境 省 ・ 法 務 省
令和６年５月28日

【参考】 17



被災により建物性が認められない例

㋒建物の下層階部分が圧潰

㋐建物全体が倒壊又は流失 ㋑建物が火災により全焼

㋓建物の壁がなくなり柱だけになっている

全焼

一階部分が圧潰

建物全体が倒壊

柱だけになっている

【参考】 18
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８．公費解体の課題と対応
建物性が失われた倒壊家屋等の対応
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８．公費解体の課題と対応 建物性が失われた倒壊家屋等の対応

輪島朝市エリアにおける面的な解体・撤去加速化プラン

•輪島朝市では、対象エリア264棟の家屋等に対して、法務局による職権滅失登記が完了。
•行政書士会の協力も得ながら、申請プロセスを加速化し、がれき撤去は概ね完了。
•輪島市門前地区･町野地区や蛸島地区及び宝立町鵜飼・春日野地区における面的な解体撤
去にも支援を実施。

対象エリア

撤去前 12月24日
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９．石川県の災害廃棄物処理
災害廃棄物の発生量推計



22

９．石川県の災害廃棄物処理 災害廃棄物の発生量推計

令和６年２月６日石川県記者会見資料

石川県災害廃棄物処理の基本方針（令和６年２月６日策定）
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10．石川県の災害廃棄物処理
災害廃棄物処理のスケジュール
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10．石川県の災害廃棄物処理 災害廃棄物処理のスケジュール

◼ 令和７年度末の処理完了を目標とする

石川県災害廃棄物処理の基本方針（令和６年２月６日策定）

石川県災害廃棄物処理の基本方針（令和６年２月６日策定）



25

11．石川県の災害廃棄物処理
災害廃棄物の運搬・処理の計画
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11．石川県の災害廃棄物処理 災害廃棄物の運搬・処理の計画

石川県災害廃棄物処理実行計画（令和６年２月29日策定）

◼ 可能な限り分別・選別し、再生利用

◼ 県内の処理施設を活用するとともに、
目標処理期間内での処理完了に向け、
海上輸送も活用し、県外で広域処理

石川県災害廃棄物処理実行計画（令和６年２月29日策定）
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12．石川県の災害廃棄物処理
公費解体加速化プラン（令和６年８月策定）
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12．石川県の災害廃棄物処理 公費解体加速化プラン（令和６年８月策定）

石川県公費解体加速化プラン（令和６年８月26日策定）



29石川県公費解体加速化プラン（令和６年８月26日策定）



30石川県公費解体加速化プラン（令和６年８月26日策定）



31石川県公費解体加速化プラン（令和６年８月26日策定）



32石川県公費解体加速化プラン（令和６年８月26日策定）



33石川県公費解体加速化プラン（令和６年８月26日策定）



34石川県公費解体加速化プラン（令和６年８月26日策定）



35石川県公費解体加速化プラン（令和６年８月26日策定）



36石川県公費解体加速化プラン（令和６年８月26日策定）



37石川県公費解体加速化プラン（令和６年８月26日策定）
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13．石川県の災害廃棄物処理
公費解体加速化プラン（令和７年１月改定）
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12．石川県の災害廃棄物処理 公費解体加速化プラン（令和７年１月改定）

石川県公費解体加速化プラン（令和７年１月31日改定）



40石川県公費解体加速化プラン（令和７年１月31日改定）



41石川県公費解体加速化プラン（令和７年１月31日改定）



石川県公費解体加速化プラン（令和７年１月31日改定） 42



43石川県公費解体加速化プラン（令和７年１月31日改定）



44石川県公費解体加速化プラン（令和７年１月31日改定）



45石川県公費解体加速化プラン（令和７年１月31日改定）



46石川県公費解体加速化プラン（令和７年１月31日改定）



47

14．令和６年能登半島地震を踏まえた
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13．令和６年能登半島地震を踏まえた災害対応の在り方について（報告書抜粋）①

・ 災害により損壊した家屋等の解体・撤去は、本来、私有財産の処分であり、原則として所有者の責任によって行うこととなるが、被災地の迅速な復旧を図る
ため、全壊家屋等については、市町村は災害等廃棄物処理事業費補助金を活用しての解体（いわゆる公費解体）を実施することができる。

・ 一方、公費解体の実施においては、公費解体を担当する市町村廃棄物部局が、普段従事している業務の内容と大きく異なる、損壊家屋等の解体・撤去
や所有者の特定等の業務を行うこととなり、不慣れな作業を行うことを余儀なくされたほか、公費解体の申請受付や解体工事の発注作業等に多くの人手が
必要となった。

・ 公費解体の加速化に向けて、以下の取組が行われた。
－市町において事前に公費解体を実施するための体制や要綱等を準備できていなかったことが、発災直後から公費解体が進まなかった一因という指摘があっ
た。このため環境省は、公費解体に係るマニュアルを策定し周知を行った。

－罹災証明交付は１月から開始されたが、公費解体申請受付は２～４月に始まった。申請の円滑化の観点から、罹災証明書の交付後の速やかな公費
解体申請受付に課題があった。

公費解体の申請の際に、自治体側が罹災証明等により既に把握している情報については、申請者からの罹災証明書等の確認書類の提出を不要とするな
どの連携した対応が行われた例もあった。

－公費解体の申請手続等の円滑化のため、行政書士会の協力による申請手続の支援が行われた。また、共有者等が複数人いる損壊家屋等への対応と
して、建物性の失われた倒壊家屋等については関係者全員の同意取得を不要とし法務局登記官の職権による滅失登記手続も活用可能であること、倒
壊家屋等以外の損壊家屋等については所有者等又はその所在が判明しない場合などには、民法の所有者不明建物管理制度やいわゆる「宣誓書方
式」も活用可能といった内容の事務連絡を環境省と法務省が連名で発出するなどにより申請手続の簡素化等が行われた。

－解体工事の加速化に関しては、補償コンサルタントの体制確保・強化による工事前調整（現地調査や費用算定の手法等の解体工事発注前に行われ
る手続）の円滑化･効率化や、マネジメントコンサルタントを活用した解体廃棄物処理までの全体進捗管理といった取組が行われている。

・ この結果、４月末時点での公費解体の進捗状況は、推計解体棟数22,499棟数に対し、申請棟数は10,279棟、解体完了棟数は178棟ととどまっていた
ものの、令和６年10月末時点での公費解体の進捗状況は、解体見込棟数32,410棟数に対し、申請棟数は31,865棟、解体完了棟数は7,734棟と
なっている。

中央防災会議 防災対策実行会議 令和６年能登半島地震を踏まえた災害対応 検討ワーキンググループ（令和６年11月）

[公費解体]

○罹災証明交付後の速やかな公費解体の実施

【現状と課題】

【実施すべき取組】

・ 国は、今回の災害での取組について今後の災害でも適用できるようマニュアル化・全国展開を行ってきたが、今後の検討を踏まえ、継続してマニュアル等の改
訂に努める必要がある。また、以下の事項について検討を進める。
－発災後早期に公費解体を開始するため、罹災証明書の交付後、速やかに解体申請を受け付けるための仕組みや体制を構築
－被災者の負担軽減の観点から、行政機関が保有する情報（被災者情報、課税情報等）を活用し、公費解体（自費解体含む。）の申請書類を更に
簡素化

－発災後速やかに解体工事に着手するため、工事前調整や進捗管理等に必要なシステム・実施体制を構築
－全壊・半壊家屋の地図データの活用等、面的・効率的に解体を行う手法を確立

・今後起こり得る大規模災害に備え、都道府県・市町村においては、公費解体に係る要綱等をあらかじめ整えておくなど、平時から体制を準備する必要がある。



49
13．令和６年能登半島地震を踏まえた災害対応の在り方について（報告書抜粋）②

・ 市町村は、その区域内において発生する災害廃棄物を処理する責任を有している。
解体工事の加速化に伴い大量の解体廃棄物が発生することで、災害廃棄物仮置場への搬出入車両の増加による交通渋滞の発生や、区域内の処理施設
の処理能力が逼迫し、広域での処理が必要となった。

上記課題への対応として、渋滞の発生状況について確認を行うとともに、海上輸送、道路輸送、鉄道輸送により県外での広域処理を実施している。
・ 今回の災害では、例えば珠洲市において住家被害が3,817棟、非住家被害が6,100棟発生（いずれも半壊以上）し、非住家の被害が多かった。

中央防災会議 防災対策実行会議 令和６年能登半島地震を踏まえた災害対応 検討ワーキンググループ（令和６年11月）

[災害廃棄物処理]

○罹災証明交付後の速やかな公費解体の実施

【現状と課題】

【実施すべき取組】

・ 発生した災害廃棄物を適正かつ円滑・迅速に処理するためには、平時の備えとして、発災後も市町村が廃棄物処理事業を継続するための実施体制や指揮
命令系統、情報収集・連絡・協力要請等の方法・手段等に関する計画（事業継続計画）を作成し、災害廃棄物処理計画等に反映することが重要であ
る。

・ 今後の災害に向けて、国においては以下の事項について検討を進めるとともに、市町村においては発災時に速やかに対応できるよう平時から体制を準備する
必要がある。
－災害廃棄物処理計画の策定率向上と実効性確保に向けた災害廃棄物処理計画の見直しに関する取組
－災害廃棄物処理を経験し知見を有する自治体職員や、専門家・コンサルタント・廃棄物処理関連団体等の応援派遣に関し、能登半島地震における対
応の振り返りを行い、外部人材の活用、民間団体との連携強化

－能登半島地震における対応の振り返りを踏まえた災害廃棄物対策指針・技術資料等のマニュアル類の見直し
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